
別表第４の２（第２条関係）建築関係のその２ 

種類 単位 金額 

長期優良住宅建

築等計画の認定

申請（長期優良

住宅法第５条第

１項から第５

項）又は長期優

良住宅維持保全

計画の認定申請

（同条第６項及

び第７項） 

建築等計画の認定を受けようとする住宅が新築しよ

うとする一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途

に供する部分を有しないものに限る。以下この表に

おいて同じ。）の場合 

１件に

つき 

４７，８００円（確認書等の提出がある場

合にあっては、１２，７００円） 

建築等計画の認定を

受けようとする住宅

が新築しようとする

共同住宅等（共同住

宅、長屋その他の一

戸建ての住宅以外の

住宅をいう。以下こ

の表において同じ。）

の場合 

床面積の合計が３００m２以

内のもの 

１件に

つき 

１１２，０００円（確認書等の提出がある

場合にあっては、２３，３００円）を１の

共同住宅等（区分所有住宅を除く。）に係

る住戸について行われる建築等計画の認

定の申請の数（以下「認定申請数」という。）

で除して得た額（その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額） 

建築等計画の認定を受けようとする住宅が増築し、

若しくは改築しようとする一戸建ての住宅の場合又

は維持保全計画の認定を受けようとする住宅が一戸

建ての住宅の場合 

１件に

つき 

７１，７００円（確認書等の提出がある場

合にあっては、１９，１００円） 

建築等計画の認定を

受けようとする住宅

が増築し、若しくは

改築しようとする共

同住宅等の場合又は

維持保全計画の認定

を受けようとする住

宅が共同住宅等の場

合 

床面積の合計が３００m２以

内のもの 

１件に

つき 

１６９，０００円（確認書等の提出がある

場合にあっては、３５，０００円）を認定

申請数で除して得た額（その額に１００円

未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額） 

長期優良住宅建

築等計画の変更

の認定申請又は

長期優良住宅維

持保全計画の変

更の認定申請

（長期優良住宅

法第９条第１項

の規定による申

請に係るものを

除く。）（長期優

良住宅法第８条

第１項） 

建築等計画の変更の認定を受けようとする住宅が新

築しようとする建築等計画の認定を受けた一戸建て

の住宅の場合 

１件に

つき 

２３，０００円（変更後の建築等計画に係

る確認書等の提出がある場合にあっては、

６，３５０円） 

建築等計画の認定を

受けようとする住宅

が新築しようとする

建築等計画の認定を

受けた共同住宅等の

場合 

建築等計画の変更の認定に

係る住戸が属する１の建築

物の当該建築等計画の変更

に係る部分（床面積の増加に

係る部分を除く。）の床面積

の２分の１の面積と当該建

築等計画の変更に係る部分

のうち床面積の増加に係る

部分の床面積との合計が３

００m２以内のもの 

１件に

つき 

１０４，０００円（変更後の建築等計画に

係る確認書等の提出がある場合にあって

は、２２，０００円）を変更認定申請数（１

の共同住宅等（区分所有住宅を除く。）に

係る住戸について行われる建築等計画の

変更の認定の申請の数をいう。以下同じ。）

で除して得た額（その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額） 

建築等計画の変更の認定又は維持保全計画の変更の

認定を受けようとする住宅が増築し、若しくは改築

しようとする建築等計画の認定又は維持保全計画の

認定を受けた一戸建ての住宅の場合 

１件に

つき 

３５，８００円（変更後の建築等計画又は

維持保全計画に係る確認書等の提出があ

る場合にあっては、９，５５０円） 

建築等計画の変更の

認定又は維持保全計

画の変更の認定を受

けようとする住宅が

増築し、若しくは改

築しようとする建築

等計画の認定又は維

持保全計画の認定を

受けた共同住宅等の

場合 

建築等計画の変更の認定又

は維持保全計画の変更の認

定に係る住戸が属する１の

建築物の当該建築等計画又

は当該維持保全計画の変更

に係る部分（床面積の増加に

係る部分を除く。）の床面積

の２分の１の面積と当該建

築等計画又は当該維持保全

計画の変更に係る部分のう

ち床面積の増加に係る部分

の床面積との合計が３００m

１件に

つき 

１５７，０００円（変更後の建築等計画の

認定又は維持保全計画の認定に係る確認

書等の提出がある場合にあっては、３３，

０００円）を変更認定申請数で除して得た

額（その額に１００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額） 



２以内のもの 

長期優良住宅法第６条第２項（同法第８条第２項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく法第６条第１項に規定する建築基準関係規定

に係る適合審査申請 

１件に

つき 

建築等計画の認定を受けようとする住宅

又は建築等計画の変更の認定を受けよう

とする住宅の床面積の合計及び昇降機の

数に応じて島根県建築基準法施行条例（昭

和４８年島根県条例第２０号）第１１条及

び第１３条の規定の例により算出した額

（工作物を築造する場合にあっては当該

工作物の数に応じて同条例第１１条及び

第１３条の規定の例により算出した額を、

構造計算適合性判定を要する部分が含ま

れる場合にあっては当該部分の床面積の

合計に応じて同条例第１１条の規定の例

により算出した額） 

長期優良住宅建築等計画の変更の認定申請（長期優良住宅法第９条第１

項及び第３項の規定によるものに限る。） 

１件に

つき 

３，１７０円 

長期優良住宅建築等計画の認定又は維持保全計画の認定に基づく地位

の承継の承認申請（長期優良住宅法第１０条） 

１件に

つき 

３，１７０円 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）をいう。 

２ この表において「長期優良住宅法」とは、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）をいう。 

３ この表において「確認書等」とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条の２第３項

に規定する確認書又は同法第５条第１項に規定する住宅性能評価書をいう。 


